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1． はじめに 
 北海道では毎年冬に大量の雪が降る。昨年は北海道大

学の受験日前に降った大雪の影響で電車が止まり、全国

各地から来た受験生が空港泊を余儀なくされた。令和 4
年 2 月 23 日の大雪では、JRが終日運休となる中、空港
連絡バスが臨時の便を出して対応したものの、バスやタ

クシーを待つ人によって長い列ができ、最終的に 4000
人以上がターミナルにとどまった。それを踏まえ、北海

道エアポートと北海道運輸局は対策を話し合い、JR が
運休した場合にはバスを活用して輸送力を確保する改善

策を取りまとめた。具体的な内容としては、大雪の災害

があっても安心して移動できるようにするために、普段

札幌市内各地との間で複数の路線が運行されている空港

連絡バスを、新千歳空港-大谷地駅路線に絞って運行す
ることで輸送力を維持するとしている。 
受験生だけでなく、観光客や出張で北海道を訪れる人

にとって札幌駅-新千歳空港間の移動は重要である。こ
のような人々にとって、電車またはバスが利用できなく

なり、ほかの交通手段を使うことになった際は、ルート

の変化による不利益が少ない状態が望ましいと考える。

また多くの人が、運行本数の多さや移動時間のばらつき

が小さいことから、札幌駅-新千歳空港間のアクセス交
通およびイグレス交通に空港直結の電車を用いると考え

られる。しかし、電車での移動には車内混雑問題を考慮

する必要があり、山崎ら 1)は、利便性・サービス向上を

図る上で混雑を主要な要素の一つとし、混雑の度合いに

よる不効用を定式化している。飛行機の利用を予定する

人は大きな荷物を抱えることが多く、また、イグレス交

通として空港から主要都市に移動する場合は移動による

疲れも大きいと考えられる。したがって空港利用者にと

っては、車内混雑は重要な指標であり、一定の人数を超

えた時点で他の移動手段のほうが、効用が高くなると考

える。綾城ら 2)は、空港アクセスにおいて、鉄道路線に

比べてバス路線は快適性や直行性、早朝深夜においても

運行が可能である点など多くの利点を含み、バスサービ

スの改善の必要性や、鉄道とバスの特性を踏まえた施策

の検討の必要性について言及している。 
本研究では、自然災害時の公共交通機関の運用方法の

検討を念頭に置き、新千歳空港-札幌駅間のような、空
港-主要都市間を対象とした車内混雑を考慮した交通配
分モデルを提案する。 
本研究では、Li et al.3)が提案した容量制約付き確率的

利用者均衡モデルを用いて、公共交通機関を選択した際

の不効用を定式化し、各交通機関の選択確率を推計す

る。本モデルはマルチモーダルネットワークにおける政

策決定、あるいは災害によってリンクが途絶した場合に

おける利用者行動・公共交通事業者の行動を分析するた

めの基礎となるものである。 
 

2． 仮定する状況と交通手段の関係 
 本研究における仮定と交通手段を以下に示す。 
 
2.1 仮定 
 主要都市から空港までは、その間を直接結ぶ電車を使

うルートと地下鉄からバスに乗り継ぐルートが存在す

る。 
 空港利用者は十分に多い。 
 電車に定員（容量）は存在しない。 
 道路の混雑状況はバスの移動時間に影響しないものと

する。 
 公共交通機関は一定の間隔で到着するものとし、利用

客の待ち時間は運行頻度によって一定に定められると

する。 
 モード間の乗り換えがある場合、乗り換え時に待ち時

間が発生する。 
 電車の利用については車内混雑度によって座席に座れ

ない、大きな荷物を抱えるなどの不快が生じるため、

車内混雑度合いによって利用者の不効用が増大する。 
 バスの利用においては、乗客は必ず座ることができ、

かつ荷物は専用のスペースがあると仮定し、車内混雑

は利用者の不効用に影響を与えない。 
 利用者の時間価値は公共交通機関によって変化しない。 
 
2.2 交通モードと経路 
本研究で想定する公共交通ネットワークを図―1 に示す。 
 

 
図―1 公共交通ネットワーク 

D-05 令和4年度土木学会北海道支部年次技術研究発表会

©公益社団法人土木学会 北海道支部 - D-05 -



3． 定式化 
3.1 記号 
本論文で用いる主な記号を以下に示す。 

𝐴𝑚 交 通 モ ー ド が 𝑚 = {𝑠:地下鉄, 𝑏:バス, 𝑡:

電車}であるリンクの集合 
𝐴 𝐴𝑠⋃𝐴𝑏⋃𝐴𝑡 
𝐶𝑎  リンク𝑎 ∈ 𝐴の混雑関数 
𝑧𝑎  リンク𝑎上の公共交通の待ち時間 
𝑊 OD ペアの集合 
𝐾𝑤  OD ペア𝑤のルートの集合 
𝑓𝑘

𝑤  OD ペア𝑤のルート𝑘の交通量（利用者

数） 
 

𝑡𝑎  リンク𝑎 ∈ 𝐴の移動時間 
𝑝𝑎  リンク𝑎 ∈ 𝐴の金銭的コスト 
𝛾 時間価値 
𝜃 ロジットモデルにおける分散パラメータ 

𝑞𝑤  OD ペア𝑤の交通需要 
𝑢𝑏  バスの容量 
ℎ𝑎  リンク𝑎上の公共交通の運行頻度 
𝜇 待ち時間に関するパラメータ 

𝜉𝑎,𝑘
𝑤  OD ペア𝑤上のルート𝑘がリンク𝑎を含む場

合 1となり、そうでない場合 0となる変数 
𝛿𝑎,𝑘

𝑤  OD ペア𝑤上のルート𝑘がリンク𝑎に関連し

ている場合に 1、そうでない場合に 0 とな
る変数 

𝛼𝑃, 𝛽 地下鉄、電車の多項式関数に用いるパラ

メータ 
𝛼𝑏  バスの車内混雑を表すパラメータ 
𝑔𝑘

𝑤  OD ペア𝑤上のルート𝑘の実際の不効用 
𝐺𝑘

𝑤  OD ペア𝑤上のルート𝑘の認知された不効

用 
𝑑𝑎  リンク𝑎 ∈ 𝐴𝑠⋃𝐴𝑏⋃𝐴𝑡の不効用 
𝜀𝑘

𝑤 OD ペア𝑤上のルート𝑘の効用関数におけ

る利用者の認知誤差 
 
3.2 不効用関数 

Uchida et al.4)、Li et al.3)を参考に，OD ペア𝑤間のルー

ト𝑘の不効用を式(1)によって表す。 

𝑔𝑘
𝑤 = ∑ 𝜉𝑎,𝑘

𝑤 𝑑𝑎

𝑎∈𝐴𝑚

, ∀𝑤 ∈ 𝑊, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , ∀𝑎 ∈ 𝐴 (1) 

この式(1)によって表される不効用を「一般化コスト」
と定義する。右辺は OD ペア𝑤のルート𝑘に含まれるリ

ンクの不効用の合計を表している。ここで，リンク𝑎の

不効用𝑑𝑎は式(2)で表すことにする。 
𝑑𝑎 = 𝛾(𝑡𝑎 + 𝜆𝑎 + 𝑧𝑎) + 𝑝𝑎 + 𝛾𝐶𝑎, ∀𝑎 ∈ 𝐴 (2) 

式(2)の右辺第 1項は時間に関する不効用を表現している。
𝛾は時間価値であり、括弧内の第 1 項、第 3 項はそれぞ
れ、移動時間、公共交通機関の待ち時間を表している。

第 2 項は、リンク𝑎 ∈ 𝐴𝑏のみに存在する項である。 
これは、乗客数がバスの定員に達した場合、乗客は次の

サービスを利用する必要がある。𝜆𝑎はこうした遅れを

表し、詳細は後述するが、最適化問題として定式化され

る乗客の経路選択問題における定員制約に関する最適な

ラグランジュ乗数として表現される。また、公共交通機

関の待ち時間𝑧𝑎は運行頻度によって決まるため、Lam et 
al.5) に従い，式(3)で表現する。 

𝑧𝑎 =
𝜇

ℎ𝑎
 , ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3) 

ここで、𝜇は待ち時間に関するパラメータ、ℎ𝑎はリンク

𝑎の交通モードの運行頻度を表している。式(2)の右辺第
2 項は金銭的コスト、第 3 項は車内混雑に関する関数を
表現している。地下鉄および電車の車内混雑は以下の式

(4)で表現する。 

𝐶𝑎 = 𝑡𝑎 [1 + 𝛼𝑃 (
𝑥𝑎

ℎ𝑎
)

𝛽

] , 𝑎 ∈ 𝐴𝑠⋃𝐴𝑡 (4) 

こちらの式は多項式関数に基づいて表現した。バスの車

内混雑は一定のため、以下の式(5)で定める。 
𝐶𝑎 = 𝑡𝑎𝛼𝑎, ∀𝑎 ∈ 𝐴𝑏 (5) 

 
3.4 ネットワーク均衡モデルの定式化  

Li et al.3)に基づいてネットワークの均衡モデルを定式

化する。個々の利用者の交通モード、経路選択行動を考

える。一般に旅客は実際のネットワークについて完全な

情報を持っていないため、それぞれの手段に対する認識

にばらつきが生じる。そのため、各経路における一般化

コストの知覚は確率変数として扱われるべきであり、混

雑したネットワークにおける旅客の経路選択行動をより

現実的にするために有用である。本論文ではランダム効

用理論に基づく離散選択モデルのうち、より実務でも利

用されるロジットモデルを用いて確率項を表現する。そ

こで、以下の式(6)によって新たに、認知される不効用
を定義する。 

𝐺𝑘
𝑤 = 𝑔𝑘

𝑤 + 𝜀𝑘
𝑤 , ∀𝑤 ∈W, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (6) 

上の式(6)を「認知された一般化コスト」と定義する。
右辺の第１項は実際の一般化コスト（不効用）である。

第 2 項は OD ペア𝑤のルート𝑘の利用者による認知誤差

を表現する誤差項である。すべての誤差項についてはロ

ジットモデルを想定し、互いに独立なガンベル分布に従

うものとする。経路選択確率は以下の式(7)によって表
すことができる。 

𝑃𝑘
𝑤 =

exp (−𝜃𝑔𝑘
𝑤)

∑ exp (−𝜃𝑔𝑗
𝑤)𝑗∈𝐾𝑤

, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , 𝑤 ∈ 𝑊 (7) 

ここで、𝜃は認知された一般化コストの分散に関するパ

ラメータである。以上のことからマルチモーダルネット

ワークにおける均衡問題の定式化は以下のようになる。 

𝑚𝑖𝑛
𝒙

∑ ∫ 𝐶𝑎(𝑤)
𝑥𝑎

0

𝑑𝑤

𝑎∈𝐴𝑠⋃𝐴𝑡

+ ∑ ∑ 𝑓𝑘
𝑤 { ∑ 𝛿 𝑎,𝑘

𝑤

𝑎∈𝐴𝑠⋃𝐴𝑡

(𝑡𝑎 + 𝑧𝑎 +
𝑝𝑎

𝛾
)

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

+ ∑ 𝛿 𝑎,𝑘
𝑤

𝑎∈𝐴𝑏

(𝑡𝑎 + 𝑧𝑎 + 𝐶𝑎 +
𝑝𝑎

𝛾
)}

+ ∑ ∑
1

𝜃

𝑓𝑘
𝑤

𝛾
𝑙𝑛(𝑓𝑘

𝑤)

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

 

(8) 
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𝑠. 𝑡.  

∑ 𝑓𝑘
𝑤

𝑘∈𝐾𝑤

= 𝑞𝑤 , ∀𝑤 ∈ 𝑊 (9) 

𝑥𝑎 ≤ 𝑢𝑎 , ∀𝑎 ∈ 𝐴𝑏 (10) 

𝑥𝑎 = ∑ ∑ 𝛿 𝑎,𝑘
𝑤 𝑓𝑎,𝑘

𝑤

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

, ∀𝑎 ∈ 𝐴 (11) 

𝑥𝑎 ≥ 0, 𝑓𝑘
𝑤 ≥ 0, ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑤 ∈ 𝑊, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (12) 

式(8)の目的関数は大きく 3つの部分に分けることができ
る。第 1 項はリンク交通量に依存する一般化コストの混
雑を変数とした関数部分の積分を表す。第 2 項は全経路
の利用者数に依存しない一般化コストの合計を計算する

ものである。各経路の金銭的なコストは時間価値で割る

ことで、時間に換算している。第 3 項はロジットモデル
の定式化に伴うエントロピー項である。式(10)の制約条
件はバスの座席数（定員）を踏まえた容量制約である。

部分双対化により式(10)に示した制約条件を目的変数に
取り込むと式(13)が得られる。 

min
𝑥

∑ ∫ 𝐶𝑎(𝑤)𝑑𝑤
𝑥𝑎

0𝑎∈𝐴𝑠∪𝐴𝑡

+ ∑ ∑ 𝑓𝑘
𝑤 { ∑ 𝛿𝑎,𝑘

𝑤 (𝑡𝑎 + 𝑧𝑎 +
𝑝𝑎

𝛾
) 

𝑎∈𝐴𝑠∪𝐴𝑡𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

+ ∑ 𝛿𝑎,𝑘
𝑤 (𝑡𝑎 + 𝑧𝑎 + 𝐶𝑎 +

𝑝𝑎

𝛾
) 

𝑎∈𝐴𝑏

}

+ ∑ ∑
1

𝜃

𝑓𝑘
𝑤

𝛾
𝑙𝑛(𝑓𝑘

𝑤)

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

+ ∑ 𝛿𝑎,𝑘
𝑤 𝜆𝑎(𝑥𝑎 − 𝑢𝑎)

𝑎∈𝐴𝑏

 

(13) 

ここで𝜆𝑎は式(10)に関する非負のラグランジュ乗数であ
る。ラグランジュ乗数の最適値を𝜆𝑎

∗ (∀𝑎 ∈ 𝐴𝑏)と表し、

さらに式(13)における定数項を無視すると、式(14)が得
られる。 

min
𝑥

∑ ∫ 𝐶𝑎(𝑤)𝑑𝑤
𝑥𝑎

0𝑎∈𝐴𝑠∪𝐴𝑡

+ ∑ ∑ 𝑓𝑘
𝑤 { ∑ 𝛿𝑎,𝑘

𝑤 (𝑡𝑎 + 𝑧𝑎 +
𝑝𝑎

𝛾
) 

𝑎∈𝐴𝑠∪𝐴𝑡𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

+ ∑ 𝛿𝑎,𝑘
𝑤 (𝑡𝑎 + 𝜆𝑎

∗ + 𝑧𝑎 + 𝐶𝑎 +
𝑝𝑎

𝛾
) 

𝑎∈𝐴𝑏

}

+ ∑ ∑
1

𝜃

𝑓𝑘
𝑤

𝛾
𝑙𝑛(𝑓𝑘

𝑤)

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

 

(14) 

𝜆𝑎
∗ は式 (13)を𝑥について偏微分し、0 に等しくなる

𝜆𝑎(∀𝑎 ∈ 𝐴𝑏)であり、バスの乗客数が定員に達した時の

待ち時間になっていると解釈できる。さらにその値は、

ラグランジュ緩和法により、容易に求めることができる。

式(2)では、このようにして求められたラグランジュ乗
数を単に𝜆𝑎(∀𝑎 ∈ 𝐴𝑏)と表現している。 
 
4． 数値計算 
 バスの容量制約についてラグランジュ緩和された後の

式は変わらずロジットベースの SUE 問題となる。利用
者の配分を変えながら繰り返し計算を行い、空港-主要
都市間の公共交通機関について、利用者にとってはどち

らを選択しても認知された一般化コストが変化しないよ

うな配分を求める。 
 

5． まとめと今後の課題 
 本研究では空港-主要都市間の移動について、確率的
利用者均衡モデルを構築したうえで、車内混雑を考慮し

た利用者の均衡状態を、繰り返し計算することによって

求める。第 3 章で述べたラグランジュ緩和を実行した後、
ロジットベースの SUE 問題として割り当てモデルの解

決を図る。 
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